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地震保険の役割とポイント
一般社団法人日本損害保険協会

６月18日㈪に大阪府北部を震源とするマグニチュー
ド6.1（最大震度６弱）の地震が発生し、多くの被害が
もたらされた。

総務省消防庁の発表によると、７月５日現在、人
的被害は、死者が４人、重軽傷者が434人となってお
り、また、住家被害は全壊が９棟、半壊・一部破損が
27,183棟となっている。

直近では東日本大震災や熊本地震といった巨大地震
が発生しており、世界中で発生する地震の約１割が日本
周辺で起きていると言われる地震国で暮らす限り、平時
から地震に対する備えが必要である。普段から実施でき
る対策としては、家具類の固定、非常食の備蓄および避
難場所の確認がある。一方、被災後の生活再建のために、
地震保険による経済的備えも重要である。

以下、地震保険について解説する。

地震保険とは
⑴地震・噴火・津波による損害を補償

地震保険は、建物や家財について、地震・噴火また
はこれらによる津波を原因とする損害を補償する保険で
ある。

⑵被災後の当面の生活を支える保険
地震保険は、通常の保険と異なり、政府と損害保険会

社が「地震保険に関する法律」に基づいて共同で運営し
ている公共性の高い保険である。

同法律は、地震等による被災者の生活の安定に寄与
することを目的として、1966年に制定された。

地震保険の保険金だけでは、必ずしも元どおりの家を
再建できないが、生活再建に大切な役割を果たす。

また、保険料には保険会社の利潤は含まれておらず、
保険契約者が支払った保険料は、将来発生する地震等
による保険金支払いに備えて積み立てられている。商品
内容・保険料については、保険会社間で差異はない。

損害の
程度

損害の状況
お支払いする保険金

建　物 家　財

全　損

基礎・柱・壁・屋根など※１の損害額が建物の
時価の50％以上※２

家財の損害額が家財の時価の80％以上 地震保険金額の100％
（時価が限度）焼失・流失した部分の床面積が建物の延床

面積の70％以上

大半損

基礎・柱・壁・屋根など※１の損害額が建物の
時価の40％以上50％未満※２ 家財の損害額が家財の時価の60％以上

80％未満
地震保険金額の60％
（時価が限度）焼失・流失した部分の床面積が建物の延床

面積の50％以上70％未満

小半損

主要構造部の損害額が建物の時価の20%以
上40％未満※２ 家財の損害額が家財の時価の30％以上

60％未満
地震保険金額の30％
（時価が限度）焼失・流失した部分の床面積が建物の延床

面積の20％以上50％未満

一部損

基礎・柱・壁・屋根など※１の損害額が建物の
時価の３％以上20％未満※２ 家財の損害額が家財の時価の10％以上

30％未満
地震保険金額の５％
（時価が限度）全損・大半損・小半損に至らない建物が床上

浸水（または地盤面から45㎝を超える浸水）

地震保険の補償内容

表１　支払われる保険金

※１　�基礎・柱・壁・屋根などの主要構造部に着目して損害を調査する。地震保険でいう「主要構造部」とは、建築基準法施行令第１条第３号に定
める構造耐力上主要な部分をいう。

※２　�津波によって建物に浸水被害が生じた場合は浸水の深さ、地盤の液状化によって建物に損害が生じた場合は傾斜の角度または沈下の深さ
で損害区分を認定する。

地震で火災が
起こり建物が
焼けた。

地震で建物が倒壊した。

津波により建物が
流された。

2102.indd   48 2018/07/17   16:09



「月刊フェスク」’18.8　49

【地震保険特設サイトはこちら】　https://www.jishin-hoken.jp/
今後、首都直下地震や南海トラフ巨大地震などの発生が懸念される中、地震への備えはとても重要になる。損保協会では、

地震保険の概要や地震リスクなどをわかりやすく解説した特設サイトを用意しているので、ぜひご覧いただきたい。

⑶火災保険では、地震による火災・倒壊等は補償されない
火災保険では、火災等による建物・家財の損害が補

償されるが、地震・噴火・津波による損害は補償されな
い。したがって、地震による損害に備えるには、火災保
険に加えて地震保険への加入が必要となる。

⑷「全損」、「大半損」、「小半損」、「一部損」の損害が生
じたときに保険金が支払われる

地震保険の具体的な支払いの内容は表１のとおりで、
4区分（※）で損害を認定する。
※�2016年12月末以前に保険期間が始まる契約については、「全損」、
「半損」、「一部損」の３区分で認定する。

なお、損害の状況が「一部損」に至らない場合や、門、
塀、垣、エレベーター、給排水設備のみの損害などでは
保険金は支払われない。

地震保険に加入するには
⑴火災保険とセットで加入

地震保険は単独で加入することができず、火災保険に
セットして加入する必要がある。

なお、現在加入中の火災保険に地震保険をセットして
いない場合、火災保険の契約期間の中途でも地震保険
に加入することができる。
⑵地震保険の対象、保険金額（契約金額）

地震保険の対象となるのは、居住用建物および家財で
ある。

地震保険の保険金額（契約金額）および限度額は、表
２のとおりである。なお、30万円を超える貴金属・宝
石等や、専用店舗・事務所などの建物およびその建物に
収容されている動産は対象とならない。
⑶保険料

地震保険の保険料は、表３のとおり、お住まいの地域
（都道府県）、建物の構造、保険金額（契約金額）によっ
て定まっている。
⑷割引制度

地震保険では、建物の免震・耐震性能に応じ、保険料
の割引制度がある。具体的な内容は、表４のとおりである。

なお、割引を重複して適用を受けることはできない。  
⑸地震保険料控除

払い込んだ地震保険料が、その年の契約者の所得から
控除される「地震保険料控除」があり、所得税や個人住
民税について税負担が軽減される。

建物の所在地
建物の構造

イ構造 ロ構造

岩手県・秋田県・山形県・栃木県・群馬
県・富山県・石川県・福井県・長野県・滋
賀県・鳥取県・島根県・岡山県・広島県・
山口県・福岡県・佐賀県・長崎県・熊本
県・鹿児島県

680円 1,140円

福島県 740円 1,490円

北海道・青森県・新潟県・岐阜県・京都
府・兵庫県・奈良県 810円 1,530円

宮城県・山梨県・香川県・大分県・宮崎
県・沖縄県 950円 1,840円

愛媛県 1,200円 2,380円

大阪府 1,320円 2,380円

徳島県・高知県 1,350円 3,190円

茨城県 1,350円 2,790円

埼玉県 1,560円 2,790円

愛知県・三重県・和歌山県 1,710円 2,890円

千葉県・東京都・神奈川県・静岡県 2,250円 3,630円

保険金額（契約金額） 契約金額の限度額

建物 火災保険の保険金額（契約金額）
の30%～50%の範囲内

5,000万円

家財 1,000万円

割引制度：割引率 内　容

免震建築物割引：50％
「住宅の品質確保の促進等に関す
る法律（以下「品確法」とする。）」に
基づく免震建築物である場合

耐震等級割引
耐震等級３：50％
耐震等級２：30％
耐震等級１：10％

「品確法」に基づく耐震等級（構造
躯体の倒壊等防止）、または「耐震
診断による耐震等級の評価指針」
に定められた耐震等級を有している
場合

耐震診断割引：10％
地方公共団体による耐震診断また
は耐震改修の結果、改正建築基準
法（1981年６月１日施行）における
耐震基準を満たす場合

建築年割引：10％ 1981年６月１日以降に新築された建
物である場合

表２　地震保険の保険金額（契約金額）

表４　地震保険の割引制度

表３　年間保険料の例（地震保険の保険金額100万円あたりの金額）

※１　�保険期間の始期が2017年１月１日～2018年12月31日まで
の契約における保険料の例である。

※２　イ構造：主として鉄骨・コンクリート造の建物
※３　ロ構造：主として木造の建物
〈保険料例〉東京都　ロ構造　建築年割引適用　
　　　　　保険金額（契約金額）1,000万円
　　　　　3,630円×0.9≒3,270円　
　　　　　3,270円×（1,000万円／100万円）＝32,700円
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